
 

 

 

付 議 第 ３ 号 

 

 

高知県障害を理由とする差別の解消の推進に関する県立学校 

職員対応要領議案 

 

 

高知県障害を理由とする差別の解消の推進に関する県立学校職員対応要領を

別紙のとおり制定することについて、高知県教育委員会事務委任規則（平成４

年高知県教育委員会規則第１号）第２条第３号の規定により議決を求めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高知県教育委員会事務委任規則 

 第２条 教育委員会は、次に掲げる事務を除き、その権限に属する事務を教育長に委任する。 

（３）規則及び訓令を制定し、又は改廃すること。 
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別紙  
 

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -  

教 育 委 員 会 訓 令 

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -  

高 知 県 教 育 委 員 会 訓 令 第  号  

教 育 委 員 会 事 務 局  

各 県 立 学 校  

高 知 県 障 害 を 理 由 と す る 差 別 の 解 消 の 推 進 に 関 す る 県 立 学 校 職 員

対 応 要 領 を 次 の よ う に 定 め る 。  

平 成 2 8年 ４ 月 １ 日  

高 知 県 教 育 長  田 村  壯 児  

高 知 県 障 害 を 理 由 と す る 差 別 の 解 消 の 推 進 に 関 す る 県 立  

学 校 職 員 対 応 要 領  

（ 趣 旨 ）  

第 １ 条  こ の 要 領 は 、 障 害 を 理 由 と す る 差 別 の 解 消 の 推 進 に 関 す る

法 律 （ 平 成 2 5年 法 律 第 6 5号 。 以 下 「 法 」 と い う 。 ） 第 1 0条 第 １ 項

の 規 定 に 基 づ き 、 法 第 ６ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 定 め ら れ た 障 害 を

理 由 と す る 差 別 の 解 消 の 推 進 に 関 す る 基 本 方 針 （ 平 成 2 7年 ２ 月 2 4

日 閣 議 決 定 ） に 即 し て 、 法 第 ７ 条 に 規 定 す る 事 項 に 関 し 、 県 立 学

校 の 教 職 員 （ 臨 時 的 任 用 教 職 員 、 非 常 勤 教 職 員 及 び 外 国 語 指 導 助

手 を 含 む 。 以 下 「 教 職 員 」 と い う 。 ） が 適 切 に 対 応 す る た め 必 要

な 事 項 を 定 め る も の と す る 。  

（ 不 当 な 差 別 的 取 扱 い の 禁 止 ）  

第 ２ 条  法 第 ７ 条 第 １ 項 の 規 定 に 基 づ き 、 教 職 員 は 、 そ の 事 務 又 は

事 業 を 行 う に 当 た り 、 障 害 （ 身 体 障 害 、 知 的 障 害 、 精 神 障 害 （ 発

達 障 害 を 含 む 。 ） そ の 他 の 心 身 の 機 能 の 障 害 を い う 。 以 下 同

じ 。 ） を 理 由 と し て 、 障 害 が な い 人 と 不 当 な 差 別 的 取 扱 い を す る

こ と に よ り 、 障 害 が あ る 人 （ 障 害 が あ る 者 で あ っ て 、 障 害 及 び 社

会 的 障 壁 （ 法 第 ２ 条 第 ２ 号 に 規 定 す る 社 会 的 障 壁 を い う 。 次 条 に

お い て 同 じ 。 ） に よ り 継 続 的 に 日 常 生 活 又 は 社 会 生 活 に 相 当 な 制

限 を 受 け る 状 態 に あ る も の を い う 。 以 下 同 じ 。 ） の 権 利 利 益 を 侵

害 し て は な ら な い 。 こ れ に 当 た り 、 教 職 員 は 、 教 育 長 が 別 に 定 め

る 留 意 事 項 に 留 意 す る も の と す る 。  

（ 合 理 的 配 慮 の 提 供 ）  

第 ３ 条  法 第 ７ 条 第 ２ 項 の 規 定 に 基 づ き 、 教 職 員 は 、 そ の 事 務 又 は

事 業 を 行 う に 当 た り 、 障 害 が あ る 人 か ら 現 に 社 会 的 障 壁 の 除 去 を

必 要 と し て い る 旨 の 意 思 の 表 明 が あ っ た 場 合 に お い て 、 そ の 実 施

に 伴 う 負 担 が 過 重 で な い と き は 、 障 害 が あ る 人 の 権 利 利 益 を 侵 害

す る こ と と な ら な い よ う 、 当 該 障 害 が あ る 人 の 性 別 、 年 齢 及 び 障

害 の 状 態 に 応 じ て 、 社 会 的 障 壁 の 除 去 の 実 施 に つ い て 必 要 か つ 合

理 的 な 配 慮 （ 次 条 第 １ 項 に お い て 「 合 理 的 配 慮 」 と い う 。 ） を し

な け れ ば な ら な い 。 こ れ に 当 た り 、 教 職 員 は 、 教 育 長 が 別 に 定 め

る 留 意 事 項 に 留 意 す る も の と す る 。  
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（ 管 理 職 員 の 責 務 ）  

第 ４ 条  管 理 職 員 （ 校 長 、 副 校 長 、 教 頭 及 び 事 務 長 を い う 。 以 下 同

じ 。 ） は 、 前 ２ 条 に 定 め る 事 項 に 関 し 、 障 害 を 理 由 と す る 差 別 の

解 消 を 推 進 す る た め 、 次 に 掲 げ る 事 項 を 実 施 し な け れ ば な ら な

い 。  

(１ )  日 常 の 業 務 を 通 じ た 指 導 等 に よ り 、 障 害 を 理 由 と す る 差 別

の 解 消 に 関 し 、 所 属 教 職 員 の 注 意 を 喚 起 し 、 障 害 を 理 由 と す る

差 別 の 解 消 に 関 す る 認 識 を 深 め さ せ る こ と 。  

(２ )  障 害 が あ る 人 等 か ら 不 当 な 差 別 的 取 扱 い 、 合 理 的 配 慮 の 不

提 供 に 対 す る 相 談 、 苦 情 の 申 出 等 が あ っ た 場 合 は 、 迅 速 に 状 況

を 確 認 す る こ と 。  

(３ )  合 理 的 配 慮 の 必 要 性 が 確 認 さ れ た 場 合 は 、 所 属 教 職 員 に 対

し 、 合 理 的 配 慮 の 提 供 を 適 切 に 行 う よ う 指 導 す る こ と 。  

２  管 理 職 員 は 、 障 害 を 理 由 と す る 差 別 に 関 す る 問 題 が 生 じ た 場 合

は 、 迅 速 か つ 適 切 に 対 処 し な け れ ば な ら な い 。  

（ 相 談 体 制 の 整 備 ）  

第 ５ 条  教 育 委 員 会 は 、 教 職 員 か ら 障 害 を 理 由 と す る 差 別 を 受 け た

人 及 び そ の 家 族 そ の 他 の 関 係 者 か ら の 相 談 等 に 的 確 に 対 応 す る た

め 、 県 立 学 校 に 相 談 窓 口 を 設 置 す る も の と す る 。  

２  前 項 の 相 談 窓 口 は 、 副 校 長 又 は 教 頭 、 特 別 支 援 教 育 学 校 コ ー デ

ィ ネ ー タ ー （ 特 別 支 援 教 育 を 推 進 す る た め に 県 立 学 校 に 配 置 さ れ

た 教 員 で 、 関 係 者 と の 連 絡 調 整 、 保 護 者 に 対 す る 相 談 窓 口 等 の 役

割 を 担 う も の を い う 。 ） 及 び こ れ ら の 者 以 外 の 所 属 教 職 員 の 中 か

ら 校 長 が あ ら か じ め 指 名 し た 者 に よ り 構 成 す る も の と し 、 そ の 責

任 者 に は 、 副 校 長 又 は 教 頭 を 充 て る 。  

３  第 １ 項 の 相 談 等 を 受 け る 場 合 は 、 性 別 、 年 齢 、 障 害 の 状 態 等 に

配 慮 す る と と も に 、 対 面 の ほ か 、 電 話 、 フ ァ ク シ ミ リ 及 び 電 子 メ

ー ル に 加 え 、 障 害 が あ る 人 が 他 の 者 と コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン を 図 る

際 に 必 要 と な る 多 様 な 手 段 を 可 能 な 範 囲 で 用 意 し て 対 応 す る も の

と す る 。  

（ 研 修 及 び 啓 発 ）  

第 ６ 条  校 長 は 、 障 害 を 理 由 と す る 差 別 の 解 消 の 推 進 を 図 る た め 、

所 属 教 職 員 に 対 し 、 必 要 な 研 修 及 び 啓 発 を 行 う も の と す る 。  

２  教 育 委 員 会 は 、 新 た に 教 職 員 と な っ た 者 に 対 し 障 害 を 理 由 と す

る 差 別 の 解 消 に 関 す る 基 本 的 な 事 項 に つ い て 理 解 さ せ る た め 、 新

た に 管 理 職 員 と な っ た 者 に 対 し 障 害 を 理 由 と す る 差 別 の 解 消 等 に

関 し 求 め ら れ る 役 割 に つ い て 理 解 さ せ る た め 、 そ れ ぞ れ 研 修 を 実

施 す る も の と す る 。  

３  教 育 委 員 会 は 、 教 職 員 に 対 し 、 障 害 の 特 性 を 理 解 さ せ る と と も

に 、 障 害 が あ る 人 に 適 切 に 対 応 す る た め 必 要 な マ ニ ュ ア ル の 活 用

等 に よ り 、 意 識 の 啓 発 を 図 る も の と す る 。  

附  則  

こ の 訓 令 は 、 平 成 2 8年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  



3 

 

参考資料１ 

 

 

高知県障害を理由とする差別の解消の推進に関する県立学校職員対応 

要領議案説明 

 

１ 制定の目的及び内容 

  障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成25年法律第65号）第10

条第１項の規定に基づき、同法第６条第１項の規定により定められた障害を理由と

する差別の解消の推進に関する基本方針（平成27年２月24日閣議決定）に即して、

同法第７条に規定する事項に関し、県立学校の教職員（臨時的任用教職員、非常勤

教職員及び外国語指導助手を含む。）が適切に対応するために必要な事項を定めよ

うとするものである。 

 

２ 施行期日 

  平成２８年４月１日 
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参考資料２  
 

 

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -  

訓 令  

議 会 訓 令  

教 育 委 員 会 訓 令  

警 察 本 部 訓 令  

監 査 委 員 訓 令  

人 事 委 員 会 訓 令  

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -  

高 知 県 訓 令 第  号  

高 知 県 議 会 訓 令 第  号  

高 知 県 教 育 委 員 会 訓 令 第  号  

高 知 県 警 察 本 部 訓 令 第  号  

高 知 県 監 査 委 員 訓 令 第  号  

高 知 県 人 事 委 員 会 訓 令 第  号  

本 庁  

各 出 先 機 関  

労 働 委 員 会 事 務 局  

収 用 委 員 会 事 務 局  

議 会 事 務 局  

教 育 委 員 会 事 務 局  

教 育 委 員 会 事 務 局 各 事 務 所  

各 教 育 機 関  

警 察 本 部  

警 察 署  

監 査 委 員 事 務 局  

人 事 委 員 会 事 務 局  

高 知 県 障 害 を 理 由 と す る 差 別 の 解 消 の 推 進 に 関 す る 職 員 対 応 要 領

を 次 の よ う に 定 め る 。  

平 成 2 8年 ４ 月 １ 日  

高 知 県 知 事        尾 﨑  正 直  

高 知 県 議 会 議 長      三 石  文 隆  

高 知 県 教 育 長       田 村  壯 児  

高 知 県 警 察 本 部 長     上 野  正 史  

高 知 県 代 表 監 査 委 員    田 中  克 典  

高 知 県 人 事 委 員 会 委 員 長  秋 元  厚 志  

高 知 県 障 害 を 理 由 と す る 差 別 の 解 消 の 推 進 に 関 す る 職 員  

対 応 要 領  

（ 趣 旨 ）  

第 １ 条  こ の 要 領 は 、 障 害 を 理 由 と す る 差 別 の 解 消 の 推 進 に 関 す る

法 律 （ 平 成 2 5年 法 律 第 6 5号 。 以 下 「 法 」 と い う 。 ） 第 1 0条 第 １ 項

の 規 定 に 基 づ き 、 法 第 ６ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 定 め ら れ た 障 害 を

理 由 と す る 差 別 の 解 消 の 推 進 に 関 す る 基 本 方 針 （ 平 成 2 7年 ２ 月 2 4

日 閣 議 決 定 ） に 即 し て 、 法 第 ７ 条 に 規 定 す る 事 項 に 関 し 、 知 事 部  

 

（ 案 ）  
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局 、 議 会 事 務 局 、 教 育 委 員 会 事 務 局 及 び 教 育 機 関 （ 学 校 を 除

く 。 ） 、 警 察 本 部 及 び 警 察 署 並 び に 行 政 委 員 会 （ 教 育 委 員 会 及 び

公 安 委 員 会 を 除 く 。 ） 事 務 局 に 属 す る 職 員 （ 臨 時 的 に 任 用 さ れ た

職 員 及 び 非 常 勤 職 員 を 含 む 。 以 下 同 じ 。 ） が 適 切 に 対 応 す る た め

必 要 な 事 項 を 定 め る も の と す る 。  

（ 不 当 な 差 別 的 取 扱 い の 禁 止 ）  

第 ２ 条  法 第 ７ 条 第 １ 項 の 規 定 に 基 づ き 、 職 員 は 、 そ の 事 務 又 は 事

業 を 行 う に 当 た り 、 障 害 （ 身 体 障 害 、 知 的 障 害 、 精 神 障 害 （ 発 達

障 害 を 含 む 。 ） そ の 他 の 心 身 の 機 能 の 障 害 を い う 。 以 下 同 じ 。 ）

を 理 由 と し て 、 障 害 が な い 人 と 不 当 な 差 別 的 取 扱 い を す る こ と に

よ り 、 障 害 が あ る 人 （ 障 害 が あ る 者 で あ っ て 、 障 害 及 び 社 会 的 障

壁 （ 法 第 ２ 条 第 ２ 号 に 規 定 す る 社 会 的 障 壁 を い う 。 次 条 に お い て

同 じ 。 ） に よ り 継 続 的 に 日 常 生 活 又 は 社 会 生 活 に 相 当 な 制 限 を 受

け る 状 態 に あ る も の を い う 。 以 下 同 じ 。 ） の 権 利 利 益 を 侵 害 し て

は な ら な い 。 こ れ に 当 た り 、 職 員 は 、 ① 知 事 が 別 に 定 め る 留 意 事

項 に 留 意 す る も の と す る 。  

（ 合 理 的 配 慮 の 提 供 ）  

第 ３ 条  法 第 ７ 条 第 ２ 項 の 規 定 に 基 づ き 、 職 員 は 、 そ の 事 務 又 は 事

業 を 行 う に 当 た り 、 障 害 が あ る 人 か ら 現 に 社 会 的 障 壁 の 除 去 を 必

要 と し て い る 旨 の 意 思 の 表 明 が あ っ た 場 合 に お い て 、 そ の 実 施 に

伴 う 負 担 が 過 重 で な い と き は 、 障 害 が あ る 人 の 権 利 利 益 を 侵 害 す

る こ と と な ら な い よ う 、 当 該 障 害 が あ る 人 の 性 別 、 年 齢 及 び 障 害

の 状 態 に 応 じ て 、 社 会 的 障 壁 の 除 去 の 実 施 に つ い て 必 要 か つ 合 理

的 な 配 慮 （ 次 条 第 １ 項 に お い て 「 合 理 的 配 慮 」 と い う 。 ） を し な

け れ ば な ら な い 。 こ れ に 当 た り 、 職 員 は 、 ① 知 事 が 別 に 定 め る 留

意 事 項 に 留 意 す る も の と す る 。  

（ 管 理 職 員 の 責 務 ）  

第 ４ 条  管 理 職 員 （ 管 理 職 手 当 の 支 給 を 受 け る 職 に あ る 職 員 を い

う 。 以 下 同 じ 。 ） は 、 前 ２ 条 に 定 め る 事 項 に 関 し 、 障 害 を 理 由 と

す る 差 別 の 解 消 を 推 進 す る た め 、 次 に 掲 げ る 事 項 を 実 施 し な け れ

ば な ら な い 。  

(１ )  日 常 の 業 務 を 通 じ た 指 導 等 に よ り 、 障 害 を 理 由 と す る 差 別

の 解 消 に 関 し 、 所 属 職 員 の 注 意 を 喚 起 し 、 障 害 を 理 由 と す る 差

別 の 解 消 に 関 す る 認 識 を 深 め さ せ る こ と 。  

(２ )  障 害 が あ る 人 等 か ら 不 当 な 差 別 的 取 扱 い 、 合 理 的 配 慮 の 不

提 供 に 対 す る 相 談 、 苦 情 の 申 出 等 が あ っ た 場 合 は 、 迅 速 に 状 況

を 確 認 す る こ と 。  

(３ )  合 理 的 配 慮 の 必 要 性 が 確 認 さ れ た 場 合 は 、 所 属 職 員 に 対

し 、 合 理 的 配 慮 の 提 供 を 適 切 に 行 う よ う 指 導 す る こ と 。  

２  管 理 職 員 は 、 障 害 を 理 由 と す る 差 別 に 関 す る 問 題 が 生 じ た 場 合

は 、 迅 速 か つ 適 切 に 対 処 し な け れ ば な ら な い 。  
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（ 相 談 体 制 の 整 備 ）  

第 ５ 条   職 員 か ら 障 害 を 理 由 と す る 差 別 を 受 け た 人 及 び そ の 家 族

そ の 他 の 関 係 者 か ら の 相 談 等 に 的 確 に 対 応 す る た め 、 ② 別 表 に 定

め る 相 談 窓 口 を 設 置 す る も の と す る 。  

②   

 

２  前 項 の 相 談 等 を 受 け る 場 合 は 、 性 別 、 年 齢 、 障 害 の 状 態 等 に 配

慮 す る と と も に 、 対 面 の ほ か 、 電 話 、 フ ァ ク シ ミ リ 及 び 電 子 メ ー

ル に 加 え 、 障 害 が あ る 人 が 他 の 者 と コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン を 図 る 際

に 必 要 と な る 多 様 な 手 段 を 可 能 な 範 囲 で 用 意 し て 対 応 す る も の と

す る 。  

（ 研 修 及 び 啓 発 ）  

第 ６ 条   障 害 を 理 由 と す る 差 別 の 解 消 の 推 進 を 図 る た め 、 職 員 に

対 し 、 必 要 な 研 修 及 び 啓 発 を 行 う も の と す る 。  

２  新 た に 職 員 と な っ た 者 に 対 し 障 害 を 理 由 と す る 差 別 の 解 消 に 関

す る 基 本 的 な 事 項 に つ い て 理 解 さ せ る た め 、 新 た に 管 理 職 員 と な

っ た 者 に 対 し 障 害 を 理 由 と す る 差 別 の 解 消 等 に 関 し 求 め ら れ る 役

割 に つ い て 理 解 さ せ る た め 、 そ れ ぞ れ 研 修 を 実 施 す る も の と す

る 。  

３  職 員 に 対 し 、 障 害 の 特 性 を 理 解 さ せ る と と も に 、 障 害 が あ る 人

に 適 切 に 対 応 す る た め 必 要 な マ ニ ュ ア ル の 活 用 等 に よ り 、 意 識 の

啓 発 を 図 る も の と す る 。  

附  則  

こ の 訓 令 は 、 平 成 2 8年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  
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② 別 表 （ 第 ５ 条 関 係 ）  

相 談 窓 口  

機 関  部 署  担 当  

知 事 部 局 及 び 行 政 委 員

会 （ 教 育 委 員 会 及 び 公

安 委 員 会 を 除 く 。 ） 事

務 局  

総 務 部 行 政 管 理 課  

総 務 部 人 事 課  

地 域 福 祉 部 障 害 保 健 福 祉

課  

相 談 等 に 係 る 事 案 が 発 生

し た 所 属 が 属 す る 知 事 部

局 の 主 管 課  

課 長 補 佐

の 職 に あ

る 者  

議 会 事 務 局  議 会 事 務 局 総 務 課   

教 育 委 員 会 事 務 局 及 び

教 育 機 関 （ 学 校 を 除

く 。 ）  

教 育 委 員 会 事 務 局 教 育 政

策 課  

教 育 委 員 会 事 務 局 特 別 支

援 教 育 課  

 

警 察 本 部 及 び 警 察 署  警 察 本 部 警 務 部 県 民 支 援

相 談 課  
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参考資料３ 
 

高知県障害を理由とする差別の解消の推進に関する県立学校職員対応要領 

の策定について 

 

１ 趣 旨 

(1) 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）（平成 28年４月

１日施行）により、国及び地方公共団体に対して「障害を理由とする差別的取扱いの禁止」

及び「合理的配慮の不提供の禁止」が法的義務として課せられた（法第７条）。 

(2) 法第 10条において、「障害を理由とする差別的取扱いの禁止」及び「合理的配慮の不提

供の禁止」に関して、地方公共団体等は、国が定める基本方針に即して、職員が事務事業

を行うに当たり障害を理由とした差別を行わないよう適切に対応するための「対応要領」

を定めるよう努めることとされた。 

 

２ 対応要領の策定 

(1) 国が定めた基本方針では、「地方公共団体等において対応要領を作成する場合は、国に準

じて行われることが望ましい。」とされた。 

⇒ 本県においては、内閣府の対応要領をもとに作成 

(2) 知事部局、議会事務局、教育委員会事務局、警察本部、各委員会事務局（県立学校の教

職員を除く。）が全庁的に統一した内容の要領を作成する方針とし、知事部局（障害保健福

祉課）が中心となって作成 

 なお、知事部局等の要領は、対象者が県民一般となることに対し、県立学校の教職員 

の要領は、対象者が生徒及び保護者等となることから、本要領案は、知事部局等の対応要

領とは別に作成 

(3) 策定経過等 

平成 27年12 月 22 日  障害者施策推進協議会（第２回）で審議 

平成 28年２ 月 １ 日  パブリックコメントを実施 

～２月 20日  

平成 28 年２月 22 日  障害者施策推進協議会（第３回）で審議 

 

３ 対応要領の構成等 

第１条 趣旨 

根拠、目的、対象職員の属する機関 

第２条 不当な差別的取扱いの禁止 

    障害を理由とする不当な差別的取扱いを禁止 

第３条 合理的配慮の提供 

    合理的配慮の提供を義務づけ 

第４条 管理職員の責務 

    所属職員への注意喚起や啓発、指導、障害者からの相談等への対応 

第５条 相談体制の整備 

障害のある人からの相談窓口の設置、相談方法 

（県立学校については、各学校に設置し、教頭及び特別支援教育学校コーディネー 
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ター等で構成） 

第６条 研修及び啓発 

    教職員に対する研修の実施、意識の啓発 

 

４ 高知県障害を理由とする差別の解消の推進に関する県立学校職員対応要領に係る留意事項

（案）の概要 

 

第１ 不当な差別的取扱いの基本的な考え方 

○ 不当な差別的取扱いとは、正当な理由なく、障害のない人より不利に扱うこと 

○ 積極的改善措置や合理的配慮を提供するために必要な範囲で障害の状況等を確認

することは、不当な差別的取扱いには当たらないこと 

 

第２ 正当な理由の判断の視点 

○ 正当な理由に相当するのは、障害のある人に対する取扱いが客観的に見て正当な

目的の下に行われ、その目的に照らしてやむを得ないと言える場合 

○ 正当な理由に相当するか否かは、個別事案ごとに、障害のある人や第三者の権利

利益、事務事業の目的等の観点から、総合的・客観的に判断 

 

第３ 学校教育における不当な差別的取扱いの具体例 

○ 学校（分校含む。以下同じ。）への入学の出願の受理、受験、入学、授業等の受講

や研究指導、実習等校外教育活動、入寮、式典参加を拒むことや、これらを拒まな

い代わりとして正当な理由のない条件を付すこと 

○ 試験等において合理的配慮の提供を受けたことを理由に、当該試験等の結果を学

習評価の対象から除外したり、評価において差を付けたりすること 

第４ 合理的配慮の基本的な考え方 

○ 合理的配慮は、社会的障壁を除去するための必要かつ合理的な取組であり、その

実施に伴う負担が過重でないもの 

○ 合理的配慮は、障害の特性や具体的場面等に応じて異なり、多様かつ個別性が高

いこと 

○ 社会的障壁の除去の手段等は、建設的対話による相互理解を通じ、必要かつ合理

的な範囲で柔軟に対応がなされるもの 

○ 合理的配慮の提供にかかる意思表明は、障害のある人の家族や介助者等が本人を

補佐して行う場合を含むこと 

 

第５ 学校教育における合理的配慮に関する留意点 

○ 合理的配慮は、一人一人の障害の状態や教育的ニーズ等に応じ、学校・本人・保

護者により、発達の段階を考慮しつつ合意形成を図った上で提供することが望まし

く、その内容を⑤個別の教育支援計画等に明記することが重要であること 

○ 合理的配慮の合意形成後も、児童生徒等一人一人の障害の状態や教育的ニーズ等

を勘案しながら柔軟に見直しができることを共通理解とすることが重要であること 

○ 合理的配慮は、インクルーシブ教育システムの理念に照らし、その障害のある児 



10 

 

 

 

 

童生徒等が十分な教育が受けられるために提供できているかという観点から評価

することが重要であること 

 

第６ 過重な負担の基本的な考え方 

○ 過重な負担に当たり得るかどうかは、個別事案ごとに、事務事業への影響や費用・

負担の程度等を考慮し、具体的場面や状況に応じて総合的・客観的に判断 

 

第７ 学校教育における合理的配慮の具体例 

○ 聴覚過敏の児童生徒等のために教室の机・椅子の脚に緩衝材を付けて雑音を軽減

する、視覚情報の処理が苦手な児童生徒等のために黒板周りの掲示物等の情報量を

減らすなど、個別の事案ごとに特性に応じて教室環境を変更すること 

○ 学校等において、筆談、要約筆記、読み上げ、手話、点字など多様なコミュニケ

ーション手段や分かりやすい表現を使って説明をするなどの意思疎通の配慮を行う

こと。また、見分けやすい配色やコントラストにも配慮すること 

○ 入学試験や検定試験において、本人・保護者の希望、障害の状況等を踏まえ、別

室での受験、試験時間の延長、点字や拡大文字、音声読み上げ機能の使用等を許可

すること 

 

第８ 学校教育における相談体制の整備に関する留意点 

○ 校長は、特別支援教育の実施の責任者として、自らが特別支援教育や障害に関す

る認識を深めるとともに、リーダーシップを発揮しつつ、特別支援学校のセンター

的機能等も活用しながら、校内の体制の整備を行い、組織として十分に機能するよ

う教職員を指導すること 

○ 学校等においては、本人・保護者等から相談を受けたホーム担任や特別支援教育

学校コーディネーターとの対話による合意形成が困難である場合には、校内委員会

を含む校内体制への接続が確実に行われるようにし、校長のリーダーシップの下、

合意形成に向けた検討を組織的に行うこと 

 

第９ 学校教育における研修・啓発に関する留意点 

○ 学校等においては、学校教育が担う重要な役割を認識し、児童生徒等の指導や保

護者との連絡に携わる教職員一人一人が、研修等を通じて、法の趣旨を理解すると

ともに、障害に関する理解を深めること 


